






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































・販売（商品についてのアイディアの伝達）（selling-communication of the ideas about the goods）
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出所）経済産業省編、前掲書、９頁。
図２　就業者規模別事業所数の構成比
19）通商産業省商政課編、前掲書、８頁。
20）通商産業省商政課編、前掲書、９頁。この点に関して答申では「近代化活動に一体となって早
くから積極的に取り組んだ商店街、大都市の超広域型商店街
．．．．．．．．．．．
、郊外の幹線道路沿いの新商業集
．．．．．．．．．．．．．．
積
．
等には、駐車場等の公共施設やコミュニティ施設が充実していることもあって比較的順調に
反映しているものが多く、後継者がない商店でも、店舗等の処分が容易なことや店舗の交替が
スムーズなことから、いわゆる『歯抜け状態』の問題は概して生じていない（傍点筆者）」とい
うように述べているが、筆者はこのような指摘は必ずしも物事の本質を捉えていないものと思
料する。何故ならば、通常、我々が問題とする商店街の荒廃問題はこの当時においても、決し
て答申が指摘する大都市の超広域型商店街や、郊外の幹線道路沿いの新商業集積が対象ではな
かったからである。すなわち、商店街の荒廃が特に注目を集めたのは、いわゆる地方の商店街
や、自然発生型商店街の疲弊であり、決して都市や道路沿いの「新商業集積」ではないからで
ある。正に旧来型商業集積、ひいては自然発生型商業集積の荒廃が問題となっていたのである。
21）通商産業省商政課編、前掲書、９頁。
22）ショッピングセンターの将来性に関して答申が「ショッピングセンターにおいても、商店街と
同様に、買物以外のさまざまな機能
．．．．．．．．．．．．
を組み合わせたコミュニティ性やアメニティ性が、近年一
段と求められるようになっており、現にコミュニティ施設やスポーツ、レジャー等のサービス
施設を複合した未来型商業集積
．．．．．．．
の萌芽もみられる（傍点筆者）」と指摘している点は傾聴に値す
る。通商産業省商政課編、前掲書、９頁。何故ならば、このような答申の指摘は正に今日のシ
ョッピングセンターの姿を明瞭に示しているからである。
23）通商産業省商政課編、前掲書、10頁。
24）集中（収集）、分散というような捉え方は、需給結合機能を分析・検討する際の一つの捉え方で
ある。詳しくは拙稿「流通政策についての一考察」作新経営論集、第17号、51頁～52頁参照。
25）通商産業省商政課編、前掲書、10頁。
26）製造業者における共同配送の一例を挙げるならば、食品業界や飲料業界などにおいて、その動
きが顕著である。例えば、アサヒビールとキリンビールとの共同配送はその典型と言ってよい。
27）各輸入形態に関して答申は、次のように解説している。「輸入代理店を通さずに原産国や第３国
の販売店から仕入れる並行輸入
．．．．
、流通業自身が仕様書発注して海外で生産した商品を輸入する
開発輸入
．．．．
、我が国の製造業が円高による海外製造コストの低下を活用して海外の現地法人や自
社工場で生産した商品を輸入する逆輸入
．．．
、個人がカタログ等を通じて直接輸入する個人輸入
．．．．
等、
輸入形態の多様化も進んでいる（傍点筆者）」と。通商産業省商政課編、前掲書、12頁。
28）我が国に存在する障壁に関して答申は次のように分析している。「わが国の流通機構・取引形態
が、和洋折衷の生活スタイル、他品種・少量・多頻度の購買・消費パターン、高水準サービ
ス・高品質志向等のマーケット特性などにきめ細かく対応したものとなっていることに加え、
地価、テナント料、人件費等の諸コストが高いこと、競合状況が激しいことによる」と。通商
産業省商政課編、前掲書、13頁。
29）通商産業省商政課編、前掲書、13頁。
30）通商産業省商政課編、前掲書、57頁。
31）通商産業省商政課編、前掲書、58頁。
32）通商産業省商政課編、前掲書、58頁。
33）通商産業省商政課編、前掲書、59頁。
34）通商産業省商政課編、前掲書、59頁。
35）通商産業省商政課編、前掲書、59頁。
36）答申では、従業者１人当たりの年間販売額を比較している。そこでは小売業において我が国は
16百万円、米国25百万円、英国13百万円、フランス17百万円、西ドイツ16百万円で他国並みと
述べている。また卸売業においても、我が国107百万円、米国94百万円、英国49百万円、フラン
ス35百万円、西ドイツ61百万円と、他国以上だと述べている。さらに在庫回転期間についても、
他国と比較して短期間であると分析している。詳しくは通商産業省商政課編、前掲書、60頁参照。
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37）通商産業省商政課編、前掲書、63頁。
38）通商産業省商政課編、前掲書、64頁。
39）通商産業省商政課編、前掲書、66頁。
40）通商産業省商政課編、前掲書、66頁。
41）通商産業省商政課編、前掲書、67頁。
42）通商産業省商政課編、前掲書、101頁。
43）通商産業省商政課編、前掲書、103頁。
44）通商産業省商政課編、前掲書、104頁。
45）通商産業省商政課編、前掲書、105頁。なお、ここで答申では多様化する消費者ニーズと論述し
ているが、これが誤用であることは筆者が既に指摘しているところである。詳しくは拙著、「リ
ーテルビジネス論」創成社、2006年、149頁～156頁参照。蛇足ながら、答申では量販店も百貨
店同様、日常品を中心とした生活提案型小売サービス業へと進化していくことが期待される、
と指摘している点は注意したい。何故ならば、今日、量販店がこのようなものへと進化できて
いないことが停滞・衰退の基になっていると思料するからである。通商産業省商政課編、前掲
書、105頁。
46）通商産業省商政課編、前掲書、145頁。
47）通商産業省商政課編、前掲書、145頁。
48）通商産業省商政課編、前掲書、146頁。
49）通商産業省商政課編、前掲書、166頁。
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